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はじめに 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した、東北地方太平洋沖地震により被災された皆様方に、

心からお見舞い申し上げます。 

この地震は、想像を絶する大津波をもたらし、その後も大きな余震が、毎日のように

続きました。東日本の太平洋沿岸では、大津波による甚大な被害、内陸丘陵地では、地

盤の崩壊による建物被害が見られました。更には、内陸平野部においては、液状化によ

る敷地や建物の被害が、各所で散見されました。この様な状況下、民間の建築士が２年

にわたり７,４６５棟の住家被害調査を行い集積したデータをもとに、活動経過や調査

業務手法の実際、判定分布の分析、そして成果、考察を整理し、復旧、復興事例まで添

付し報告書としてまとめました。 

第１章住家被害認定調査と石巻市の概要 

異なる住家被害の様子を、建築技術の視点から凝視して住家被害の特徴、住家復旧の

費用、その為の期間等について、調査、研究、分析、考察を行いまとめられたことは、

今後の大災害の時に民間の建築士の取り組みの一助となるものと期待します。 

 またり災申請に基づく調査に係る法律、制度によって被災者の生活再建が行なわれて

いく、それゆえに公平、公正さが求められる責任の重い業務でした。 

 調査地域の概要や地域の特徴を 1､旧石巻市の市街地を含む沿岸地域（平野市街地で

津波による大きな被害を被った地域）2､牡鹿半島及び離島地域（限界集落が多く点在す

るリアス式海岸地域）3､旧北上川から旧雄勝町に至る北部沿岸地域（リアス式海岸線の

北部エリア地域）4､旧桃生町を中心とする内陸部（北上川と旧北上川大きな川の支流で

深い沖積層・液状化地域）の４地域は日本のどの地域にも当てはまる被害状況でした。

それぞれの特徴ある地域の被災状況を研究分類しました。 

第２章住家被害認定調査の手法と実際 

本調査研究のベースは、東北太平洋沖地震に起因した「住家被害認定に係る２次調査」

を使用する。市職員１名と建築士２名の「３人体制」が基本となった調査となった。 

これは１次調査において不平、不満がある依頼者からの２次調査で当初から困難が予想

されたために石巻市から依頼を受けた時から建築士２人体制を条件にしました。 

 棟別調査の流れは外部の調査（外壁、屋根、建物の傾き基礎の損傷）と内部の調査（内

壁、天井、建具、床、設備の損傷）に分かれ最後にそれぞれの調査の話し合いにより摺

り合わせを行う方法で行いました。 



第３章住家被害認定２次調査判定の分析 

この震災によって(一社)宮城県建築士事務所協会が携わる事となった、石巻市の住家

被害認定調査の全数は、7,465棟に達する。本章においては、私たちが住家被害認定 2

次調査に従事した期間を通じて継続的に調査活動を行った建築士たちにより集積され

た 532棟分のデータベース（全体の７％）をもとに、被害認定調査を実施した住家の実

態や、判定の分布などを検証しこれらの結果から、合理的に理解しうる傾向や推察でき

る事柄をグラフや表で分析し分布を示しました。 

１、 調査対象住家の構造について  

２、 調査住家の形態について 

３、 被害種別の分布 

４、 被害種別による判定の分布 

５、 調査対象住家全体の判定分布 

６、 調査地域による判定分布 

第４章地震動・津波による建物被害の発現に対する検討と分析 

 本調査は、建築物に発現した被害の状態を、内閣府の「災害に係る住家の被害認定基

準運用指針」の内容に則り、建築物の構成部位別に「被害程度（無被害～程度Ⅴ）」と

「被害範囲（面積、長さ）」を調査、認定したうえで損傷率を累積加算方式で算出する

と言う方法で、建物全体全体の被害程度を認定する。 

１章において４地域に分類した地形・地勢的要因による建築物への被害の検討。 

１、旧石巻市沿岸部地域 

２、牡鹿半島、及び田代島・網地島の離島部地域 

３、旧北上川から旧雄勝町に至る北部沿岸部地域 

４、旧桃生町等を中心とする内陸部地域 

第５章被害パターン区分と復旧の概要 

 被害パターンの区分を「津波による被害」「地震による被害」「地盤等による被害」の

３パターンに分類し、それぞれの特徴について分析検討する。 

 津浪による流出或いは全壊判定をされた建物以外を調査対象に床下浸水、床上浸水、

地震の外力による被害を合成して一部損壊から大規模半壊までの建物の復旧について

それぞれの状況について復旧の検討をする。 

おわりに 

震災後 3年を経過して被災後の人々の現状を知って頂きたい思いを研究成果にまと

めました。自力で土地を確保して内陸移転を負えている人、改修して完全復旧している

人、応急復旧で止まっている人、行政が造成している防災集団移転により高台に自立再

建を考えている人、災害公営住宅の完成を待っている人等様々です。 

東北地方太平洋沖地震の１０倍の被害想定と言われている、将来起こる可能性が高ま

っている東南海地震への備えの一助となることへの願いも込めまとめました。 


